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自己紹介 2

⚫株式会社ジーンクエスト代表取締役社長
⚫株式会社ユーグレナ執行役員

1988生まれ 大阪府出身

2010年03月 京都大学農学部卒業

2012年03月
東京大学大学院農学生命科学研究科修士課程修了

2013年06月
東大在学中に株式会社ジーンクエスト設立

2015年03月
東京大学大学院農学生命科学研究科博士課程修了

これまでの主な公職等：科学技術振興機構研究アドバイザー、東京大学非常勤講師、東京工業
大学非常勤講師、個人遺伝情報取扱協議会理事
受賞歴に第二回日本ベンチャー大賞経済産業大臣賞、「日本バイオベンチャー大賞」日本ベン
チャー学会賞、科学技術・学術政策研究所「科学技術への顕著な貢献20 15」、世界経済フォーラ
ム「Youn g  G l o b a l  L e a d e r s  2 0 1 8 」、フォーブス 3 0歳未満のアジアを代表する 30人「 30  Un de r  
3 0  A s i a」選出など。著書に『生命科学的思考』『ゲノム解析は「私」の世界をどう変えるのか？』。

高橋祥子 Ph.D
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本日のテーマ 3

0. 全体的な問題意識
若者が一層活躍するために必要な環境整備

個別の論点
1. 研究
• 工学・理学・農学の大学・大学院入学者数、博士号取得者の伸び悩み
• 研究者、博士課程学生の研究環境の改善、キャリアパス構築にとっての
課題

• ジョブ型雇用が広がる中で、人材育成に関して必要な企業と大学の関係

2. 起業
• 若者の起業をさらに増やしていくために必要な環境整備

3. 子育て支援
• 子育てを行う若者を支えるために必要な環境整備
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0 .全体的な問題意識 4

＜全体的な問題意識＞
若者が一層活躍するために必要な環境整備

①企業が若者登用を促進する方針の打ち出し

②政策意思決定の場に若者委員を複数人登用する

若者の意見を吸い上げる社会の仕組み設計を促進する。
例えばユーグレナのCFO制度では、若者に脚光を当てることで意見が社会へ発信さ
れやすく、若者側の意見も形成されやすいと感じている。
企業の優良事例を公表・表彰などをすることで企業側の若者登用活動促進。

政策の意思決定をする場に若者の登用が少なく、若者が活躍するための場づくり
として成立していない。
(例)私の参加する文部科学省第１１期科学技術・学術審議会委員では委員31名の
平均年齢が63歳(30代は私のみ)
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①若者登用を促進する方針の打ち出し

ユーグレナではCFO(Chief Future Officer：最高未来責任者)を18歳以下で募集。

若者に脚光を当てることで意見が社会へ発信されやすく、若者側の意見
も形成されやすいと感じている。⇒企業側へのアプローチ
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1 .研究①－１ 6

• 工学・理学・農学の大学・大学院入学者数、博士号取得者の伸び悩みについて

• 研究者、博士課程学生の研究環境の改善、キャリアパスの構築にとっての課題

・博士課程学生の研究環境の改善。
・博士号取得者の働き方は、単純にこれまでの
ようなアカデミックポストではなく民間企業・経営
者・起業家など多様化していくため、その環境
変化に合わせた育成カリキュラムが必要。

博士卒を活かしてスタートアップ起業家という選択
beyondnextventures.com

大学院重点化により1990年代から大学院生の数は
急増したが、大学の教員ポストは増加していないの
で結果としてオーバードクターの雇用問題が発生。
ポスドク一万人計画を実施するも、「期限付き」雇用
のための施策でり、博士卒の就職難は依然解決し
ていないため、博士号取得者が伸び悩む要因は明
らか。
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1 .研究①－２ 7

研究者、博士課程学生の研究環境の改善、キャリアパスの構築にとっての課題

年度別の博士課程修了者数と教員数 博士課程修了後の職業別就職者数の推移

「博士課程修了者の就職先＝アカデミア」という古い概念はとっくに崩れており、博士課程修了者
のキャリアが多様化せざるを得ない状況にいる。
それにも関わらず、キャリア多様化に合わせた教育内容になっていないことが問題。

資料元：https://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/gijyutu/gijyutu10/siryo/__icsFiles/afieldfile/2017/01/30/1381555_06.pdf
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1 .研究①－３ 8

日本の大学にはダブルメジャー制度がないのが問題。自然科学系の人が政治経済や経営を
学んだり人文科学系の人がAI技術を学ぶなどの総合的な教育が、博士号取得者のキャリア
多様化に必要。

・博士課程学生の研究環境の改善。

・博士号取得者の働き方は、単純にこれまでのようなアカデミックポストではなく民間企
業・経営者・起業家など多様化していくため、その環境変化に合わせた育成カリキュラム
が必要。

米国の研究大学の博士課程の場合、基本的に学費・生活費は大学側からサポートするのが
当然という状況。
⇒日本で博士課程学生1.5万人に対して年間500万円を支給すると5年で3750億円。10兆円大
学ファンドの運用益の活用先に盛り込むのが良いのでは。

• 工学・理学・農学の大学・大学院入学者数、博士号取得者の伸び悩みについて

• 研究者、博士課程学生の研究環境の改善、キャリアパスの構築にとっての課題
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1 .研究② 9

ジョブ型雇用が広がる中で、人材育成に関して必要な企業と大
学の関係

現状では、社会人がまた大学に戻って学
ぶ、大学人材が企業で
バリューを発揮する、といった人材流動性
が圧倒的に少ない。

イノベーションの基本は「新結合」なのでそ
れを生み出す仕組みが必要。

大学：大学教員の兼業促進。秀でた人が
突出できる仕組み。
企業側：リカレント教育の費用補助。学ん
だ人が評価される仕組みへの投資。

(参考)25歳以上の社会人が、短期高等教育機関へ
入学する割合は、OECD諸国中で最下位。30歳以上
の「修士」課程への入学者の割合も、3.2％と低く、トッ
プのイスラエルの53％とは大きな開きがある。

https://newspicks.com/news/2647674/body/?ref=search
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2 .起業① 10

若者の起業をさらに増やしていくために必要な環境整備

①起業家との触れ合いの量

• 起業するかどうかは起業家との触れ合いの量が影響大。起業家教
育の拡充が必要。

⇒民間企業で起業家教育をやっている企業への補助
⇒大学に起業家講座をつくったら費用補助、など
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2 .起業② 11

②大学の研究者が大学発ベンチャーを起業するときの障壁を解消

・兼業規定や報酬についてルールが不明確/不統一
・共同研究や知的財産権について
・経営人材の不足など環境整備

特に兼業規定や役員報酬規程など、大学によって制度に差があるのが現状。ま
た、前例が少ないケースでは個別案件の審査に時間がかかっている。

＜取り組みべき事項＞
・大学教員の役員兼任に関する大学統一ルールの作成、運用
・大学教員の役員兼業奨励に関する方針の策定

若者の起業をさらに増やしていくために必要な環境整備
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3 .  子育て支援 12

子育てを行う若者を支えるために必要な環境整備

・企業内保育園設置など優良企業の促進
・保育料完全無償化
・子育て世帯の税負担軽減
など https://publingual.jp/archives/27706?fbclid=IwAR2j-2O-5s4mYz0-

ZB6oOUY2tjwDYs__0D-FabNh0_wXrqVnTL60a8kdupQ

育児支援なしに女性の社会活躍はあり得ず、社
会全体で子育てを支える仕組みが必要。

遺伝子的に、ヒトは集団生活により育児をする
仕組み上に進化している。
一部の人への子育て負担の寄せは「遺伝子の
基本的なパッケージ」と「現在社会の構造」がミ
スマッチが起こっている状況。

参考：フランスの「子どもの数が多ければ、税負担が軽減される」世帯単位課税
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まとめ 13

1. 研究
• 博士課程学生、研究者の待遇改善
• 博士課程学生のキャリアの多様化に合わせて総合的な教育提供

(自然科学・人文科学を超えた総合的な教育、ダブルメジャー制度)
• 大学の研究者と就職後社会人が新結合を起こす仕組み

(リカレント教育の推進、大学教員の兼業促進)

2. 起業
• 大学や民間事業者による起業家教育の拡充

3. 子育て支援
• 育児世帯の税制優遇

全体
・企業の若者登用の奨励
・政策に関する委員の若者登用（2割は40歳未満にするなど）


